
米国産生食用ジャガイモの輸入解禁を行わないことを求める意見書（案） 

 

 政府が進める米国産生食用ジャガイモの輸入解禁に向けた手続きが最終段階のステージ

3に入り、農林水産省が米国の検疫当局と病害虫を国内に持ち込ませない対策の協議を進め

ることとなる。この動きの背景には、農作物の輸入拡大を求める米国の圧力があると指摘さ

れている。 

 農業者からは、「目に見えにくい病害虫を 100％取り除けるのか」「国内の生産者減少につ

ながりかねない」との強い輸入反対の声が上がっている。 

 農林水産省は米国産生食用ジャガイモの輸入に関し、21 種類の病害虫のリスクを特定し

たが、最も被害が懸念されているのは、ジャガイモシストセンチュウとジャガイモシロシス

トセンチュウの侵入である。 

 これらの線虫は、土の中で 15 年以上生き残り、成虫 1匹が 200～500 個の卵をつくると

され、ジャガイモに寄生すると収量を半減させる恐れがある。 

 北海道網走市では、2015 年にジャガイモシロシストセンチュウの発生が確認され、10 年

以上経った現在でも、一部地域でジャガイモの作付けが禁止されている。 

 現在、ジャガイモはポテトチップ加工用のみに限定され輸入されているが、生食用ジャガ

イモの輸入が解禁されれば、スーパーマーケットなどの店頭で広く販売されるため、流通経

路を制限することも事実上不可能となり、種芋への転用や病害虫の飛散で、被害が全国に拡

大しかねない。土や病害虫がジャガイモに付いているかは目視での抽出調査にならざるを得

ず、リスクをゼロにはできない、と専門家が指摘している。 

 また、本県にとっても看過できないのは、これら線虫が、トマトやナスなどナス科の植物

に寄生することである。本県の主力農作物であるナス等に被害が及ぶ事態は絶対に避けな

ければならない。 

 加えて、ジャガイモの発芽を防ぐための除草剤や長距離輸送するための防カビ剤等の使用

によるポストハーベスト（収穫後）農薬の問題や、米国産の遺伝子組み換えジャガイモの安

全性にも懸念が広がっている。 

 よって、国におかれては、米国産生食用ジャガイモの輸入解禁は行わないことを求めるも

のである。 

 以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
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